


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注１ 朝日新聞 2011年 7月 1日。
２ 朝日新聞・前掲注１。

































－６２－ 日本経大論集 第４１巻 第１号
人の尊厳」のあり方を限定化することになろうか。
８ 田中二郎『租税法（第 3版）』1990年 1‐2頁。
９ 末永・前掲注４ 166頁。




























１３ 清宮四郎『憲法Ⅰ（第 3版）』有斐閣 1981年 68頁。
１４ 金子・前掲注１２ 20頁
１５ 金子・前掲注１２ 20頁
１６ 金子宏『所得概念の研究』有斐閣 1995年 29頁。
１７ 水野忠恒『租税法（第 3版）』2007年 6頁。



























































































































之会『検証・法税上の不確定概念（第 2版）』中央経済社 2004年 5‐6頁）と称される。






















正基準の制定『租税訴訟』第 4号 2010年 201頁）と称されている。しかし、それは
「制定法主義」の観点から、整合化した上で展開しないと、「制定法主義」を形骸化
し、結局は、「三権分立」自体を駆逐することになろうか。
４２ 末永英男『法人税法会計論（第 3版）』中央経済社 2004年 17頁。



































７０ 井上達夫『法という企て』東京大学出版会 2005年 184頁。
７１ 小山剛「震災と財産権」『ジュリスト』1427号 2011年 69‐70頁。
７２ 小山・前掲注７１ 70頁。
７３ 小山・前掲注７１ 71頁。
７４ 初宿正典『憲法 2基本権（第 2版）』成文堂 2001年 249頁。
７５ 初宿・前掲注７４ 249頁。
























９７ 宮澤俊義・芦部信喜補訂『全訂日本国憲法』日本評論社 1978年 197頁。
９８ 司法制度改革審議会「司法制度改革審議会意見書－21世紀の日本を支える司法制
度－」『ジュリスト』2001年 1208号 185頁。
９９ 堀田力「ねばり強い改革が必要」『ジュリスト』2001年 1208号 157頁。
１００ 滝井繁男『法科大学院構想を中心に』2001年 1208号 164頁。
１０１ 司法制度改革審議・前掲注９８ 188頁。






























１１２ 朝日新聞 2011年 5月 25日
１１３ 朝日新聞・前掲注１２。
１１４ 來栖三郎「法の解釈適用と法の尊守」長谷川正編『法学の方法』1952年 150頁。






１１９ 渡辺淑彦「原発周辺地域の現状と法律家の役割」『法学セミナー』680号 2011年 53
頁。
１２０ 朝日新聞 2011年 9月 28日




１２５ 朝日新聞（夕刊）2011年 10月 12日
１２６ 朝日新聞 2011年 10月 12日。
１２７ 朝日新聞・前掲注１２６。
１２８ ハンス・ケルゼン著 清宮四郎訳『一般国家学』岩波書店 1975年 415‐416頁。






１３１ 朝日新聞 2011年 12月 1日。
－７０－ 日本経大論集 第４１巻 第１号
